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経営資源，経営能力と競争優位性
廣田俊郎
I 序
様々な経営行動の内容や様式を基本的に決定づけるものは何なのであろ
うか。このような問いに対して，企業は，変動する経営環境の中にあって，
自社にとって有利な機会へ向けて経営活動を展開していくものであり，そ
の意味で経営環境のあり方が経営行動のあり方を決定するという考え方が
ある。たとえば，「誰がわが社の顧客か」，「顧客のどのようなニーズに応え
ようとするのか」という問いをふまえて，「わが社のミッションは何か」を
明確化していき，企業の発展方向の設定をしていこうとするアプローチで
ある。このようなアプローチは，外部志向の戦略策定方法であると言えよ
う。他方，別の考え方として，企業の内部にある資源のあり方が，経営活
動の内容や様式を決めるという見方もある。このような見方は資源ペース
視角(resource-basedview)と呼ばれてきた。前者のアプローチは，経済社
会の変化に対応して，機会をとらえようとするものではあるが，非常に変
動的なものをもとに方向設定をするという問題を持っている。それに対し，
後者のアプローチは，企業の持つ資源や能力など，より安定的な基礎をふ
まえて企業の発展方向を設定するというアプローチであると言えよう。
現実には，企業は自社を取り巻く経営環境状況を考慮しつつ，企業が利
用できる経営資源の状況をふまえて，経営活動の方向を定めていくのであ
り，経営環境のあり方と，経営資源の状況の双方の条件をもとにして，経
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営者が経営行動の方向づけを行っていると考えられる。その意味で，現代
企業の経営行動を理解するうえで，経営環境動向の理解とともに経営資源
についての理解がますます重要なものになってきたと思われる。本論文は，
現代企業において経営資源が企業能力を生み出し，競争優位性を生み出し
ているというように，経営資源が経営活動を展開していくうえできわめて
重要な役割を演じていることを明らかにしようとするものである。
I 経営資源の基本的側面
1.経営資源の内容
そのような重要性を持つ経営資源として，通例， ヒト・モノ・カネがあ
げられる。ただし，ヒト・モノ・カネに加えで情報あるいは情報的経営資
源の重要性も強調されるようになってきた！）。このような経営資源には，企
業の内部資源と会社外部から獲得して利用する資源とがあるが，それらを
組織的に利用して製品の生産とサービスの提供を行い，利益を得ることが
会社の目的である 2)。その意味で経営資源とは，企業が管理し，利用できる
資源であり，そのような資源から生産に必要な用役を引き出していくので
ある。なお，ヒト，モノ，カネといわれるものは，それぞれ人的資源，物
的資源，財務的資源のことである。また情報的資源としては，経営者能力，
技術的能力，名声などをあげることができる。
1)伊丹(1980)において，情報的経営資源の重要性が強調された。ただし伊丹(1984)
においては，情報的経営資源という用語に代えて，「見えざる資産」という用語が用
いられた。本論文では，経営資源が生産的役割およぴ収益発生的役割の双方の役割
を果たすという観点を取っているが，「見えざる資産」という用語は，経営資源の収
益発生的役割に焦点を置いたものとなっているとも考えられるので，本論文では情
報的経営資源という用語を用いることにしたい。
2)ペンローズ (1972)p.42参照。
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2．経営資源の機能
そのような経営資源がもたらす機能には，どのようなものがあるのであ
ろうか。この問いに答えるには，まずもって経営活動の本質的側面とはど
ういうものであるかを考察しておく必要があると思われる。なぜならば，
経営資源とは経営活動を支えるとともに，経営活動を生み出す源となるも
のだからである。
この経営活動の本質的側面とは何であるのかという問いに関連して，ペ
ンローズは，会社(firm)という概念と企業(enterprise)という概念とを区別
した3）。ペンローズによれば会社(firm)とは，各種資源の組織的利用によっ
て，製品の生産やサーピスの提供を行う生産単位である。そして企業(enter-
prise)とは，そのような生産的機会をとらえて収益をあげていこうとする
存在である。その意味で，経営活動には．生産的活動を行うという側面と．
収益性を追求していくという側面とがあると言える。
ものを作るという機能と収益を追求するという機能との並存という事態
は多くの論者によって，言葉を変えて様々に表現されてきた。例えば，ヴ
ェプレンはものを作り出すという行為を産業(industry)と表現し，他方収益
を追求するという行為を営利企業(business)と表現した4)。すなわち．経済組
織は「機械過程」＝「産業」と「利潤のための投資」＝「企業」とを構成要
索とするものである 5)。
経済活動や経営活動において．このような二側面が見られるものとする
と．経営資源の果たす役割にも二種類のものがあると考えられる。第一の
役割とは．生産やイノベーションを可能にするという役割であり，第二の
役割とは．金銭的な収益の獲得を可能にするという役割である。すなわち
経営資源には産業的活動を支えると言う側面と．営利企業的活動を支える
3)ペンローズ (1972)p.20, pp.42-57参照。
4)ヴェプレン (1970)p.5参照。
5)高 (1991)p.173参照。
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と言う側面とがあると言える叫
第一の生産やイノベーションの源としての経営資源としては，研究開発，
生産，マーケティングなど それぞれの職能領域においてイノベーミ/ヨ/
を実行することを可能にする人材，物的設備，資金などを考えることがで
きる。このような経営資源の活用により，社会で必要とされている製品を
生産したり，サービスを提供したりするという機能を果たすことができる。
第二の収益性の源としての経営資源については，経営資源の活用により
価値を作り出すことができるという側面があることを指摘したい。ポータ
- (1985)の価値連鎖(valuechain)の考え方に見られるように，製品の設
計，製造，販売，流通，支援サービス，など一連の活動を通じて付加価値
を作りだすことができ，その結果として，企業にコスト優位，差別的優位
などの競争優位性をもたらすことができ，超過収益を可能にすることがで
きる冗確かに，企業の収益性の水準自体は，その企業の属する産業の構造
や産業魅力度など環境的要因によって大きく影響される。すなわち，その
産業の成長率，参入障壁，市場支配力，垂直的統合度などによって，その
産業に属する企業の平均的収益率の水準が決まってくる。しかしながら，
経営資源の有効な活用により競争優位を達成することによって，超過収益
を得ることができる。そのような収益獲得を可能にするということが経営
資源の第二の機能である。
以上の二つの機能に加え，経営資源には第三の機能がある。ペンローズ
によれば，企業は，経営資源の有効な活用を通じて企業成長を達成してい
くことができる8)。すなわち，企業の管理機構のもとにおかれた経営資源に
6)技術開発力とマーケティング能力という区分は，ここでの産業的活動と営利企業
適活動という区分と完全に対応するものではないが，技術開発力が産業的活動に関
連したものであり，マーケティング能力が営利的活動にとって基本的なものである
ということは指摘できるであろう。
7)ポーター (1985)pp. 48-51参照
8)ペンローズ (1972)pp.85-88参照。
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は，未利用で有効活用されていない部分が存在している。そのような未利
用で有効活用されていない部分を有効活用するということが企業の成長に
つながるというわけである。その意味で，企業の発展方向を決定づけ，企
業の成長を可能にするということが経営資源の第三の機能であると言えよ
う。たとえば，ある企業の持つ技術力や市場力などの経営資源のあり方に
応じて，事業領域の多様化やグローバル化の仕方が決められてくる。その
意味で，経営資源のあり方が企業の発展する方向や成長の仕方を決めると
言うことができよう。
3.経営資源の分類
伊丹・加護野 (1989) は，経営資源についてのヒト，モノ，カネという
内容的な分類以外に，①汎用性の程度と，②固定性の程度という二つの切
り口から経営資源を分類・整理した叫図 1においても示されているよう
に，企業が保有する経営資源の中で，もっとも汎用性の高いのは，カネ（財
務的資源）である。ただし，その財務的経営資源は，その可変性の程度に
応じて，短期資金と自己資本などに区分されうる。
可変性の高い経営資源の例としては，ヒトについては短期契約の労働，
モノについては原材料や簡単な機械，カネについては外部導入資金，など
が考えられる。また，固定性を持つ経営資源の例としては，熟練労働者，
大規模な工場設備，などが考えられている。
また情報的資源と呼ばれるものは，企業に特殊的なものであることが多
く，カネを出しても容易には入手できないことが多い。すなわち，それら
は固定性を持ち，非汎用性を持つものであることが多いといえよう。
このような分類は，ある企業の経営資源状態の評価を行うという目的に
とっては有用なものであろう。また，一般的にいって，固定的な経営資源
の管理を誤ると収益性の悪化につながると言われているので，このような
9)伊丹・加護野 (1989)p.60参照。
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図 l 経営資源の分類
汎用性 非汎用性
可変性 I短期資金 原材料，土地
一般機械設備
一般流通網
固定性
未熟練労働 内製機械
自己資金
熟練労働
系列内流通網
技術，顧客情報
プランド．信用
出所：伊丹・加護野(1989)p.60 
分類を行っておき，固定的な経営資源は何なのかを明確にしておくことは
企業経営上有意義であるだろう。さらに当該企業が自社の経営資源状態の
自己評価に役立てる以外に，他企業をM&Aなどの方法によって買収しよ
うとするときにも，このような経営資源の分類は有用であろう。
ただし，ここでとりあげられて経営資源は，言わば経営活動の客体とし
ての，あるいは道具としての経営資源である。経営活動を展開していくに
当たっては，これらの客体としての，あるいは道具としての経営資源のイ
ンプットが不可欠であることは事実であるとしても，それらだけでは経営
活動を意味あるものとして組織することはできない。経営者能力などのよ
うに，客体としての資源をうまく組織し，動員するような主体性を持った
ソフトな資源と能力が必要であることを指摘しておきたい。
なお伊丹 (1980)における経営資源の分類には，「物理的に不可欠な」資
源と，「うまく活動を行うために必要な」資源という区分もなされていた10)。
10)伊丹 (1980)pp. 90-91参照。
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たとえば，単純労働としての人的資源は，物理的に不可欠な資源であるが，
ノウハウを持つ技術者はうまく活動を行うのに必要な資源であるというこ
とができる。モノについては，原材料や一般機械設備は，物理的に不可欠
な資源であり，最新鋭設備はうまく活動を行うために必要な資源である。
カネについては，運転資金は物理的に不可欠な資源であり，余裕資金は，
うまく活動を行うために必要な資源であると考えられる。
このような分類において，「物理的に不可欠な」資源は，経営活動の客体
としての，あるいは道具としての経営資源であると言えよう。それに対し
て，「うまく活動を行うのに必要な」資源の一部には，主体的に経営活動を
組織する能力をも含んではいるが，必ずしも主体性をもったソフトな資源
や能力を明示的に表現したものではない。その意味で，次のような経営資
源の分類を提案したい。
1)経営資源を使いこなす能力
2)経営資源が活用される枠組みや場
3) インプットとして活用される経営資源
アンソフ (1984) は，経営能力として①経営者能力，②風土，③強みと
いう三つのものをあげた11)。このリストの第 1のものが，「経営資源を使い
こなす能力」に対応する。またリストの第 2のものである風土が，「経営資
源が活用される枠組みや場」にあたるものであり，組織資源と名づけられ
得るようなものである。またリストの第 3のものである強みが「インプッ
トとして活用される経営資源」に対応している。一般には，経営資源とい
えば，この第3のものが想定されることが多いと思われる。
しかしながら，このようなインプットとして活用される経営資源や強み
を用いて，生産やイノベーションを行い，収益をあげていくには，経営資
源を使いこなす能力としての主体性を持ったソフトな資源である経営者能
力が不可欠であり，それらの能力が有効に活用される枠組みや場としての
11) Ansoff (1984) pp. 209-212参照。
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組織能力も重要であると言えよう。
4.経営資源の属性
以上で述べてきた経営資源の機能や分類は，経営資源の持つ諸属性に由
来するものであると思われる。ここでは，そのような経営資源の諸属性を
考察していきたい。
(1)有用性
様々の経営資源が経営にとって有用な用役(service)をもたらし，それが
製品・サーピスの提供を可能にする。その意味で，経営資源には有用性と
いう属性がある。この経営資源の有用性が生産やイノベーションを生み出
すことを可能にする。前述したように，伊丹 (1980)は，経営資源を「物
理的に不可欠」な資源と，「うまく活動を行うために必要」な資源とに区分
したが，その区分は， ともに経営資源の有用性に焦点を合わせたうえでの
ものであったといえよう 12)0
(2)希少性
このように，経営資源の属性の第一のものは有用性であるといえるが，
逆に有用性を持つものが，すべて経営資源と見なされるかというとそうで
はない。さんさんと降り注ぐ日光や清浄な空気などの自然環境は，それが
豊富に存在する場合，経営資源とは見なされない。
たとえば製パン業者が，製粉企業と提携関係を結ぶことがある。そのこ
とにより，自社の製パン事業に欠かすことのできない小麦粉の入手を確実
なものとするわけである。このような原材料は時に希少性を持つがゆえに，
その確保が重要なのである。またハイテク企業において，画期的な新製品
を開発するため，非常に優秀な技術者が自らの創意工夫や様々なネットワ
ーキングを通じて，問題解決を行っていくことが求められている。ただし，
そういうことを行うことのできる人材は多くはいない。このように，ユニ
12)伊丹 (1980)pp.90-91参照。
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ークな人材，独自の技術に関する特許，あるいは原材料を調達・確保する
チャネルなどの経営資源には，希少性という属性があると考えられる。
(3)模倣困難性
情報システムを経営に生かすことに成功している例として花王が取り上
げられることが多い13)。しかし，その花王のシステムについては，中々模倣
を行うことが困難であると言われている。このように模倣が困難であると
いうことによって収益性を確保していくことができる。ただし，なぜ模倣
が困難であるかと言えば，その独自の能力がどういう仕組みで生み出され
ているか外部から見てなかなか分かりにくいからであるという場合があ
る。このような場合，他社が真似しにくいような独自の能力を形成・確保
でき，そのことにより長続きのする収益性を生み出すことができる。
また，花王がなぜ優れたシステムを構築できているかを理解できたとし
ても，そのようなシステムを他の会社に移転することが，組織文化の観点
から無理があったり，多大の費用がかかるという意味で模倣が困難なこと
もありえるであろう。
(4)耐久性
従業員の退職や引き抜き，高齢化などによって，能力が急激に失われた
り，ある企業の技術力が急激に低下するようでは，会社の収益を維持する
ことができない14)。その意味で，経営資源の有用性について耐久性があるこ
とが必要である。耐久性のない経営資源であればそこから継続的に収益性
を確保するのは難しい。
(5)専有可能性
このように経営資源の有用性が耐久性を持つとともに，その経営資源を
活用して得られる利益が，当該企業にとって専有可能であることも必要で
ある。たとえば，パソコン製造企業など情報機器のアセンプル企業の場合，
重要部品やソフトを提供している会社に収益の大半を取られてしまうこと
13)ダイヤモンド・ハーバード・ピジネス編集部 (1995)pp. 50-81参照。
14)柴田・中橋 (1997)p.183参照。
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がある。そのような場合，そのパソコン製造企業は，その収益について専
有可能性を持たないということになる。このように，経営資源を活用して
得られる収益についての専有可能性があることが，収益性をあげるうえで
重要な属l生である。
(6)オープン性
従来，自社が保有する経営資源については，できるだけ独自のものとし，
模倣されにくいものであるようにするという対応を取ることが多かった。
ただし，現在のネットワーク時代においては，他社とうまくコミニュケー
ションを図り，標準化を推進して，業務のうちで外部に委託できるものに
ついてはアウトソーシングを行うというオープン化経営が見られるように
なってきた15)。このようなオープン化経営においては，その経営資源のあり
方についても，それ自体の標準化を図ったり，少なくともインタフェイス
の標準化を図ったりして業界に共通の資源を有効利用するような動きが見
られる。模倣困難性を持つ独自な経営資源を追求するのではなく，より標
準的な，業界の多くのものが受け入れることのできるような経営資源のオ
ープン性を追求するという動きがあることからも分かるように，オープン
性は，これからの経営資源の属性として重要なものとなってくると思われ
る。
(7)経路依存性
会社の社風，問題解決のスタイル，企業のイメージ，などは各企業に代々
引き継がれてきたという性質を持つ。そういう意味で会社の能力あるいは
経営資源は徐々に引き継いで積み重ねてきたものであるという側面があ
る。このような側面は経路依存性と呼ばれるものである。このような属性
があるため，各社の行動はそれだけ独自のものとなり，他社の真似をする
ことは，それだけ困難となる。
Nelson and Winter(l982)は，個人におけるスキルに対応するものとして
15)國領 (1995)pp. 93-96参照。
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組織のルーチンを取りあげ，各組識の組織ルーチンのあり方がその組織の
適応行動を方向づけていくと考えた16)。この組織ルーチンは，組織が情報を
処理していく能力にも関わるもので，経営資源の一側面をなすものである
が，その組織ルーチンは経路依存性を持ち，いったん形成されると，中々
変更されにくいという属性を持っている。このような事情により，経営行
動は進化的に変化すると考えられるのである。
5.経営資源の属性と機能との関係
以上の議論をふまえて，様々な経営資源の属性が，経営資源の諸機能に
図2 経営資源の属性と機能との関係
属性 機能
有用 性 0 --ーープ）製品やサービスの提供を
可能にする
希少性
模倣困難性
耐久性
金銭的収益を生み出す
専有可能性
オープン性
企業成長をもたらす
経路依存性
16) Nelson and Winter (1982) pp.72-136参照。
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どのように結ぴついているのかを示したものが図2である。ここで実線で
結ばれている組合せは，当該属性が，それぞれの機能を実現することに寄
与していることを示している。すなわち，経営資源の持つ有用性や希少性
が企業に対して，製品やサービスの提供を行うことを可能にしていると考
えられる。また，経営資源の模倣困難性，耐久性，専有可能性，オープン
性などが企業に対して，金銭的収益を確保することを可能にしていると考
えられる。さらに経営資源の専有可能性，オープン性，経路依存性などが
企業成長のあり方を決めていると思われる。
II 経営資源活用の方法
1.経営資源，経営能力と競争優位性の関連
以上のように，経営資源とは組織が種々の機能を果たしていくことを可
能にする経営能力を生み出す源となるものである。そのような源としての
経営資源をうまく活用することを通じて様々な経営能力，たとえば生産能
力や販売能力などが生み出される。なお，様々な経営資源をもとに，それ
を経営能力として活かすには，様々な経営資源の統合的調整が必要となる。
それは経営者能力のリーダーシップのもとで行われたり，各企業の経営風
土や経営文化のもとで調整がなされたりする。また，その経営能力の模倣
困難l生，耐久性，専有可能性などを効果的に活用することを通じて競争優
位を作り出すことができる。図 3は，このような関連を示したものである。
各企業は，このような経営能力と競争優位性の分析を踏まえたうえで，
その企業のコアとなる能力や強みを生かすことができるような領域での事
業展開を図り，強みを活用できるような競争戦略を取ることになる”)。ま
た，資源ベース視角にもとづく経営戦略展開においては，現在の経営資源
の有効活用を図るだけではなく，各企業の資源ベースの更新をはかるべく
17) Grant (1991) pp.129-131参照。
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図3 経営資源ベースの経営戦略展開
資源ベースヘの投資を行うことを企画する。すなわち，競争優位性を強化
するには，どのような資源が不足しているのかという資源ギャップの明確
化を図り，資源ベースヘの投資を行うのである 18)。このようにして増強した
経営資源をふまえて，新たな経営戦略の展開が図られる。
2.経営資源の評価方法
以上で，経営資源の内容，そして役割や機能，そういう役割を支える経
営資源の属性などについて述べてきたが，そういう経営資源を評価する方
法にはどのようなものがあるかを，ここで考察する。
アンソフの提唱した能カプロフィールのチェックリスト法は，経営資源
を評価する方法の一つである。アンソフは，経営資源を，職能分野と能力
という観点から整理した。職能分野とは，会社における仕事の分野であり，
全般管理および財務，研究開発，生産，マーケティングというものが考え
られた。次に，経営能力とは，各企業の経営資源（ヒト，モノ，カネ）を
18) Grant (1991) pp.131-133参照。
34 (422) 第 43 巻第 3 号
表 1 アンソフの能カプロフィールのチェックリスト
職］五希□施設および設備 人的技能 組織的能力 管理的（経営的）能力
全般管理 データ処理設備 全般管理の強 事業部制組織， 投資管理，集権
および さ，財務，産業 資金調達，計画 的・分権的コン
財務 関係(IR)，法 と統制，ォート トロール，各企
務，人事（採用と メ化したデータ 業の特徴を反映
訓練），会計計画 処理 した経営
研究開発 特殊研究設備 専門化の分野， システム開発 高度な技術の活
一般研究設備 高度な研究製品 製品開発 用，現存の技術
試験施設 設計，システム の適用，コスト
設計，工業デザ と性能のパラン
イン ス最適化
オペレー ション 一般機械工場， 機械の運転，エ 大量生産，流れ 需要が変動する
（生産） 装置工業用設備 具の製作・組立 生産．バッチ生 条件下での生産
精密機械．オー 精密機械の操 産，個別生産， 管理，品質管理，
トメーション生 作，許容差の少 大きくて複雑な 原価管理，生産
産設備，大きな ない作業，装置 製品の組立て， 日程計画
立体式施設，生 工業のオペレー サプシステムの
産環境をコント ション製品計画 統合，複雑な製
ロールする設備 品の管理，品質
管理，購買
マーケ 格納設備 販売促進，サー 直接販売，配給 各種製品のマー
ティング 販売店，営業所 ピス，アプリケ 業者チェーン， ケティング
サービス・オフ ーションエンジ 小売チェーン，
ィス，輸送設備 ニアリング．広 消費者サービス
告，サーピス契 組織，企業向け
約管理，販売分 サービス組織，
析 在庫品の配給お
よび管理
出所：アンソフ (1969)pp.121-122 
活用して得られるものである。ただし，ヒト，モノ，カネの中で，カネと
いう経営資源は，既に述べたように汎用性が高く，それがもたらす能力は
明確であるので，アンソフはカネについては，むしろ職能分野のひとつと
しての全般管理および財務に関わらせて取り上げている。したがって，能
力としては，ヒトとモノという経営資源を活用して得られるものと，さら
に紐織的能力と管理的能力という「情報的資源」にもとづくものをとりあ
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げて評価を行っている。
まず，モノについては，施設および設備という形を取ることが多いが，
全般管理およぴ財務の分野については，全社的なデータ処理設備が挙げら
れる。研究開発については，研究施設や試験施設，生産については機械工
場，精密機械，オートメーション生産設備などがあり，マーケティングに
ついては販売店やサービス・オフィス，輸送設備などがあげられる。ヒト
については，全般管理および財務における人的技能，研究開発においては
各種の研究開発を行う能力，生産においては，機械の運転，工具の制作・
組み立てなどの人的技能，マーケティングにおいては，販売促進能力など
が取り上げられている。さらに，組織的能力と管理的能力という，組織と
しての情報をうまく処理していく能力については，システム開発の能力，
大量生産をする能力，販売管理をする能力などが評価されている。
このような項目について会社の資源と能力を把握していくことによって
会社としての経営資源がどれほど豊かであるか，他社と比べて遜色がない
かどうかを評価できると思われる。
3.経営資源展開のパターン
そのような経営資源を蓄積して伸ばしていくことを経営資源展開
(resource deployment)という。 deploymentの接頭辞である deは分離，否
定あるいは逆転を意味する。またployとは，軍事用語で横に並んでいる兵
隊を縦に並べ直すというような意味である。したがって， deploymentとは
経営資源を新たに雇ったり，切り離したり，再配躍したりすることを通じ
て，経営資源を縦横無尽に活用して行くことである。戦争状況で言えば兵
法にあたり，野球の場合の選手の起用法にあたる。このような経営資源展
開のパターンについて，ここで考察を行いたい。そのような経営資源展開
のパターンとして五種類のものを考えたい。
(1)経験効果にもとづく資源展開
経験効果とは，ある製品を継続して生産することを通じて次第次第に生
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産の能率を上げきるという効果のことを言う。企業がある製品について，
今までに生産した累積生産量を横軸にとり，生産コストを縦軸に取ると，
右下がりの費用曲線が描けるというわけである。このような効果は， BC
G （ポストン・コンサルティング・グループ）によって指摘された。それは，
累計生産量を増加していく間に，習熟，職務の専門化，製造方法の改善，
資源ミックスの改善，製品の標準化などが達成でき，その結果，製品の累
積生産量が倍になるごとに，コストを10-30％下げることができるという
ものである。特に，自動車，半導体デバイス，石油化学，航空旅客機など
の業種でこのような効果が明確な形で見出されることが指摘されてい
る19)0 
このように，同じことを繰り返し行うことを通じて，能力を蓄積してい
くような経営資源の伸ばし方が考えられる。このような方法を，ここでは，
経験効果にもとづく資源展開と呼ぶことにする。このような方法によるな
らば，累積生産量を上げていくことにより，コストを引き下げることがで
きる。またコストを引き下げることができたら，競争力を一層増すことが
でき，マーケットシェアを増加させることができる。マーケットシェアを
増加させることができると，ますます生産量を上げることができ，コスト
をますます下げることができる。こういう関係があるため，各業界におけ
る第 1位企業は， しばしば他社に対して圧倒的な強みを持つという状況が
生まれるわけである。
(2) シナジーの活用による資源展開
ここで，シナジーとは相乗効果のことであり，一つの能力を複数のもの
に適用することを言う。あるいは，複数の能力をうまく組み合わせて製品
作りに生かすというシナジーの活用の仕方もある。先にあげた経験効果に
もとづく資源展開とシナジーの活用に基づく資源展開を図示したものが図
4である。横軸に時間の経過を取り，縦軸に様々なバラエティーの資源や
19)野中 (1985)p.41参照。
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図4 経験効果およびシナジー効果にもとづく資源展開
????
経験効果にもとづく資源展開
シナジーの活用による資源展開
時間
能力を取ることにする。たとえば，何らかの製品を継続的に作り続けるこ
とを通じて，次の時点で生産能力を成長させることができる。そのような
能力の成長を，ここでは経営資源のポックスを大きくすることによって表
現しようとしている。経験効果とは，そのような方法で資源展開を行う方
法である。次に，シナジーの活用による資源展開の方法とは， もともとあ
る一つのことについての能力であったものを，他のものにも適用するよう
にするということを繰り返して，序々に関連分野における能力を築きあげ
ていくという方法である。
そういうシナジーには，流通チャネル，販売促進などについての販売シ
ナジー，製造間接部門や生産施設の共通利用，原材料の一括購入などにつ
いての生産シナジー，工場や機械・エ具の共通利用によって追加投資の節
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約などを図る投資シナジー，経営管理シナジーなどがある。ただし，この
ような方法については，シナジー効果のみに頼った資源展開は，企業の長
期的環境適応という視点からすれば，必ずしも優れたものではないという
コメントが付されることがある20)。
(3)イノベーションによる資源展開
以上のような方法以外に研究開発やイノベーションによって企業として
の新たな能力を作り出すという資源展開の方法もある。ただし日本企業が
得意なイノベーションによる経営資源展開のパターンとは， QCサークル
を通じてのインクリメンタルな改善や製造工程革新であると言われてき
た。つまり，イノベーションによる経営資源展開と言っても，インクリメ
ンタルなイノベーションを追求するパターンと，ラジカルなイノベーショ
ンを追求するパターンの双方があると言える。
(4)ネットワークを活用した資源展開
戦略的提携(strategicalliance)という用語で示されるように，各企業が
得意とする能力をお互いに提供し合った形の提携関係が見られる。電気自
動車開発に関してのトヨタ自動車と松下電器の提携のような場合である。
これらはネットワークを活用した資源展開の仕方であると言える。
従来の日本的企業関係においては，親会社を中心として系列子会社，第
2次下請けという関係が形成されていた。このような関係もある意味でネ
ットワークを活用した資源展開を行うためのものであったと言えよう。
(5) M&Aによる資源展開
近年， M&A,すなわち会社の吸収や合併を通じて従来企業になかった
能力を身につけるという資源展開の方法もよく用いられるようになってき
た。ソニーが映画制作分野に乗り出すときに，コロンビア・ピクチャーズ
を買収するという方法を取った事例がその例としてあげられる。
企業合併の目的・動機として，経費節減，技術革新の促進，生産の重複
20)石井・奥村・加護野・野中 (1985)p. 70参照。
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の排除，販売市場の競合の排除，製品の補完化．衰退企業の救済再建など
があげられてきた。それらの目的に加えて． M&Aを通じて資源展開を図
るという試みが新たになされるようになってきたと言えよう。
IV 結ぴ
本論文では，経営行動の方向づけを決める重要な役割を果たしているも
のとして，経営資源，経営能力と競争優位性に着目し，検討を行ってきた。
まず，経営資源の実体は何であるのか，またその機能は何であるのかを明
らかにした。さらに，経営資源の分類も試み，経営資源の属性も検討した。
すなわち，経営資源には，有意性，希少性，模倣困難性，耐久性，専有可
能性などの属l生に加えて，オープン性，経路依存性などの属性があること
を指摘した。さらに，このような経営資源の諸属性にもとずいて経営資源
の諸機能がもたらされていることを明らかにした。
以上のような考察をふまえて，経営資源を活用する仕方についての解明
を行おうとした。まず最初に，経営資源，経営能力と競争優位性などが経
営戦略の展開の全過程の中でどのように相互に関連し合うかを明らかにし
た。そのうえで，経営資源展開のパターンを(1)経験効果にもとづく資源展
開，（2）シナジーの活用による資源展開，（3）イノベーションによる資源展開，
(4)ネットワークを活用した資源展開，（5)M&Aによる資源展開，などに分
類して考察を行った。現代企業は，本論文で検討した様々のパターンの経
営資源展開手法を用いながら経営資源を蓄積し，経営能力を伸展させ，競
争的優位を築きあげることにより，創造的な経営戦略を展開しようとして
いると思われる。
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